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1．はじめに
　環境汚染や生態系破壊等の環境問題は我々に否定的な感情を引き起こす。それは我々自らの生
命・健康や財産が脅かされたり，愛すべき動植物やそれらを包摂する大自然が失われる，という
汚染や破壊の結果ばかりではなく，その発生過程の構造にも起因すると思われる。筆者には，そ
れが，いわゆる犯罪と類似な性質を持つ故であるように思われた。そこで，本稿では，環境問題
と犯罪の類似性について検討した。民主主義的制度の下では環境問題を人々がどのようにとらえ
るかで環境政策のあり方は左右される事になる。それゆえ，本研究は環境政策の実情の実証研究
や，今後の展開に関する研究に関わるものでもある。
2．先行研究
2．1．環境破壊・汚染と犯罪との類似性についての研究
　様々な立場の人々が，環境破壊・公害は犯罪である，または犯罪的である，と述べている。
　1970年12月9日の朝日新聞朝刊は，公害国会を傍聴した公害被害者の座談会を掲載している。
その中で田子の浦ヘドロ被害者の甲田寿彦は「われわれの運動は被害者の怨念が原点なんですよ。
反対運動をしている人たちの1人1人の心の中には，企業に対する恨み，にくしみが渦巻いてい
るんですよ。どうして論戦の根本にならんのかわからん。政府にも野党にも“公害は犯罪だ”と
いう認識がないんですな」と述べ，国会での議論を批判している。
　1970年6月29日の朝日新聞は哲学者の梅原猛の意見を掲載している。梅原は「毒物の入った
液を川に流す。その川の水を飲んだ人が，死ぬか，廃人になる。そのようなことは，大きな犯罪
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的行為である」としている。
　甲田と梅原は，深刻な被害実態に特に目を向けて公害は犯罪だといっている，と思われる。
　次に法学者の意見を検討する。
　法学者が，環境汚染や破壊を犯罪とみなすか否か，について議論するときには，通常，刑法の
適用がどの程度人の生命・健康や，自然生態系の保護に役に立つのか，という視点で議論して
いる。これは，環境政策の政策手段に関する議論であるといえる。本稿は政策手段論を扱うもの
ではないので，そうした議論には触れない。1
　しかし，法学者である藤木英雄（1975，pp5－8）は，公害問題に関する我々の認識のあり方につ
いて検討している。藤木は，公害，とくに生命や健康に対し害を及ぼす可能性のある行為は明瞭
な犯罪行為と言うべきなのにtそれが犯罪であるという意識が希薄なのはなぜか，を問い，4つ
の可能な要因を挙げている。それは，①被害の不明確性，②加害行為の間接性，緩慢性，③正当
行為性，企業活動の有益性，④被害の不可抗力性，である。藤木は加害者側がなぜ犯罪と意識し
ないのか，について主に議論している。
　藤木の要因についての記述を改めて分析してみるとT次のようなことがいえる。
　①は内容的に因果関係の科学的な同定（identification）の困難さの指摘である。因果関係の不
確実性ともいうことができる。
　②は事故でなく通常の意図された企業活動が原因の場合には，「微量」物質が「徐々に」「長期
に」「何人（なんびと）かわからぬ」「目に見えない」被害者に影響を与えるために犯罪と意識さ
れにくい，というのだが，「微量」物質が「徐々に」「長期に」というのは，日々の活動の被害へ
の寄与の小ささを表し，「何人かわからぬ」「目に見えない」被害者というのは，加害の無差別性
または特定個人への加害意図の不存在性を表している，とも言い替えられるだろう。
　③は，「煙の都」がかつては繁栄を表す言葉であったことにみられるように，公害の原因とな
るとはいえ生産活動は経済的な利益を生み出しており正当な活動と考えられる，ということを指
している。
　④は技術革新のデメリット面の研究はおろそかにされる傾向にあり，被害が起きたときには不
可抗力だとの主張がでやすいことを指している。これは因果関係の同定の困難さの一つの原因の
1　環境政策において刑法はt「疑わしきは罰せず」という大原則により厳密な証明が訴訟において求められるこ
　と等により中心的な役割は期待されていない。現に行われているように，被害を発生させることを罰するよりも，
　汚染物質の排出規制基準違反といった形式的違反行為に対し刑罰を科すという補完的役割を担うのが良しと考
　えられているようである。
　実際水俣病の原因企業であるチッソの社長と工場長は業務上過失致死傷罪で地裁，高裁，最高裁のいずれ
　でも有罪とされるなどしているが，環境問題を刑法違反として扱うことは少ない。公害国会において制定され
　た公害罪法も，最高裁判所の狭い解釈もあり，あまり適用されていない。
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指摘である。
　結局，藤木は，（1）因果関係の不確実性，（2）日々の活動の被害への寄与の小ささt（3）加害
の無差別性または特定個人への加害意図の不存在性，（4）生産活動の経済的有益性，が加害者を
して，公害の発生を犯罪と意識させざる原因であると主張していると考えられる。（4）については，
藤木自身は法学者であり，経済学的有益性の経済学的意味の解説を求めるのは酷であるが，岩田
規久男（1977，p49）が定義する「公共性」の「効率性基準」，つまり，事業の純便益が正である
ということ，をいっていると解釈できる。（4）はまた，経済的利益という別目的があるというこ
とを通じて（3）の要因を補強するもの，ともいえる。（3）は，次節以降での本稿の議論に関わる。
　経済学者として，公害と犯罪の類似性について議論している者として，都留重人と宮本憲一が
いる。
　都留重人（1973，pl36）は，1970年に東京で開かれた公害国際シンポジウムに参加した外国の
学者を，水俣，四日市，富士といった公害の深刻な地域に連れて行ったところ，「これは，クリ
ミナル，犯罪的だ」といわれたということ紹介しつつ，水俣病のような事件は，補償だけですむ
問題ではなく，犯罪であるという考え方に移っていくべきである，と主張した。これは，あまり
はっきりした言説ではないが，被害の深刻さゆえに犯罪“的”であり，原因主体は刑事的に罰す
べきである，という主張のように思われる。
　庄司光・宮本憲一（1975，p31）は，戦後日本の公害の欧米諸国のそれと比べた特徴の一つに
日本の産業公害が犯罪的と呼べるようなものが多いということをあげている。その意味は，被害
の残酷さと，加害企業が長期にわたり責任をとらず，補償もせず，対策もとらなかった，という
ことであるという。ここでも，まず被害の深刻さが犯罪“的”であることの要件としてあげられ
ている。つぎに問題が長期に放置されたことを要件としているが，これも被害の深刻さの一要素
といってよいと思われる。
　結局，甲田や梅原，藤木，都留，庄司・宮本は，いずれも被害の深刻さ，特に生命・健康への
被害を重視して犯罪または犯罪的としている。これは犯罪という言葉の通俗的な意味での用法と
しては理解できるが，被害が軽微であったり，物的であったりする犯罪も存在し得ると考えると，
十分な議論とはいえない。2
　次節以降では，経済学が環境問題を分析する際に用いる外部性という概念を再検討することを
2　ここであげた論者は，日本の産業公害問題を念頭に議論をしている。地球温暖化問題は，問題の規模からいえ
　ば産業公害問題よりも大きいが．その原因をつくっている企業や個人は犯罪的，とはあまりいわれていない。
　これは，温室効果ガスの各発生者の寄与が全体の排出量に対して極めて小さい（藤木（1975）の主張の本稿筆
　者によるまとめの（2）に関係する。），ということや，完全な一致ではないが原因者が被害者でもあり得る，と
　いった性質などが影響しているように思われる。
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通じて，環境問題と犯罪の類似性について考察する。
3．外部性の定義
　外部性概念の再検討のために外部性（技術的外部性，以下特に断らない限り本稿では外部性と
は技術的外部性を指す。）の定義について，外部性に関する代表的文献と思われる文献，環境経
済学・ミクロ経済学・法と経済学の教科書およびハンドブック，のいくつかを調べた。結果を表
1に示す。金銭的外部性を含めた外部性一般に関しては20世紀前半までには議論があった。3
20世紀後半以降の文献である表1に示した文献においても，それらの多くが外部性の定義には，
技術的外部性であっても，曖昧な点があることを指摘している。しかしながら，実際にそれらが
述べる定義はおおよそ一致している。その内容は，外部性とは，（1）ある経済主体の経済活動の
他の経済主体の経済活動への影響である，という条件と，（2a）当該影響は市場を通さずに及ぼ
される，またはsこれと等価だが表現が異なる，（2b）当該影響は行為の許可や補償の授受なし
に及ぼされる，という条件のどちらか，という2つの条件，すなわち，（1）と（2a），または，（1）
と（2b）が満たされるもの，というものである。（2a）は，市場を個々の経済主体の支配を離れ
た価格の資源配分機構と見る考え方に対応するものであり，（2b）は，市場を個々の経済主体の
互恵的・自発的な交換取引の総体と見る考え方に対応するものとみることができる。4
　Buchanan＆Stubblebine（1962，　p372）は，自らの効用関数U、や生産関lft　f，の引数として，自
らの消費セットx、や投入セットq、といった自らの意志決定によりその値が決まる変数以外に，
他者の消費セットX，や産出セットy、といった他者の意志決定により決まる変数が入ってくるU，
（x1；xl，…，xpl，　x1＋1，…，x。，　Yl，…，　ym），　fi（q、；x1，…，　xn　y1，…，yi．1，　y重．1，…，ym）等の数式表現をそのまま外
部性の定義としている。（1）と（2a）や（1）と（2b）の組による定義はこうした数式表現に対
応したものといえよう。Mishan（1971，　p2）は，この種の数式表現が外部効果を表すことについ
ては一般的な合意がある，としている。Baumo1＆Oates（1988，　p14）は，「定義問題は我々の（外
部性）問題を分析する能力を強く制限するものではないので，多くの努力には値しないかもしれ
ない」（括弧内は本稿著者による補完）と述べている。これは，前記の数式表現が多くの論者に
受け入れられており，実際の分析はいずれにしろそれらを用いることになる，と彼らが考えてい
るからであると思われる。Titenberg（1994，　p47）は，こうした数式表現を直接的に言葉で表し
ている。Arrow（1970，　p73）は，明示的には外部性の定義を与えていないが，外部性の議論を
3歴史的な議論についてはMishan（1971），北畠（1991），　Verhoef（1999），岡（2002）等を参照されたい。
4奥野・鈴村（1988，　p37）は前者をワルラス的市場観後者をエッジワース的市場観　と1呼んでいる。
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するとして上記の形の数式を用いている。
　受け入れられているこうした数式表現の一つの特徴は，外部性の存在はその受け手の側の関数
で表現されると言うことである。
　どの論者も，いずれも同内容と考えることができる（1）と（2a）の組または（1）と（2b）の組
またはその数式表現，を定義に採用している。
　ここで，（2a）と（2b）を比較する。価値自由を志向する経済学が補償原理を仮定しない本来
のパレート効率性を受け入れたのは，誰かが反対する変化を正当化しようとする価値基準は強す
ぎるものであり，顕示的にであれ潜在的にであれ，皆が賛成する変化，または，誰も反対しない（か
つ誰かが賛成する）変化，言い替えると，合意された変化または潜在的に合意可能な変化，のみ
を正当なものと認める価値基準は十分に弱い，と考えられたからである。そう考えるなら，両者
は等価ではあるもののパレート効率性を侵すとして問題とされる外部性の意味をより正しく表現
するのは，合意がないことを陽に表現している（2b）であると思われる。5
　この，“合意なき一方的な”負担・被害，という性質が，我々に，環境問題や犯罪に対する憎
しみ等の否定的感情を引き起こすようにおもわれる。6しかし，Mishan（1971）らは，（3）当
該影響は非意図的なものである，という条件により，両者の間に線を引こうとする。
　Mishan（1971，　p2）は，「しかしながら，こうした数式表現だけでは伝えることができないことは，
外部効果の概念の本質的特徴は，その引き起こされた効果は，わざとやったことではなく，それ
がなければ正当な活動の，非意図的な，または，付随的な，副産物であるということである。こ
の特徴が経済学者そして公衆の外部性への態度に影響しており，結果的に矯正政策にも影響して
いる」としている。
　Baumol＆Oates（1988，　p17），奥野・鈴村（1988，　p274），Verhoef（1999，　p200），Perman他（2003，
p134）も非意図性を定義に取り込んでいる。
　Verhoef（1999，　p200）は，この（3）の条件が外部性を，「物々交換，暴力，妬み，利他主義
評判改善活動，といった他の非価格的相互作用から区別する」と述べている。（ただし，筆者には，
物々交換は立派な市場取引であると思われ，記述の該当箇所には同意しない。また，妬みや利他
主義も，妬まれる側や慈愛を向けられる側はそうされることを意図していないと思われ，この点
についても同意できない。）
5Arrow（1970，　p73）やVarian（1996，　p557），　Markandya他（2002，　p116），が用いる，「市場が存在していない⊥
　という表現も，（2a）と（2b）と同内容だと考えられるが，彼らのいう「市場」は証券取引所のような目に見え
　る市場ではなく，「取引そのもの」，であると考えられるから，（2b）の表現の方が誤解を招かぬ表現と思われる。
6このように考えるとt合意なき加害・被害，または，潜在的にも合意を得られない加害・被害，を否定し，そ
　うでない変化のみを許容する，パレート効率性の考え方は，公正・正義の考え方として用いることが可能であ
　ると思われる。しかし，この点の立ち入った議論については別稿を期したい。
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表．1　外部性の定義
文献名（年代川頁）
（1）
?骭o済主体
ﾌ経済活動の
ｼの経済主体
ﾌ経済活動へ
ﾌ影響である
（2a）
槙Y影響
ﾍ布場を
ﾊさずに
yぼされ
（2b）
槙Y影響
ﾍ行為ﾌ許可や
竢桙ﾌ授
?ﾈしに
yぼされ
（3）
槙Y影響
ﾍ非意図
Iなもの
ﾅある
（4）
博ｮ表
ｻのみ
備考
Scitovsky　l954　pl43● ●
Buchanan＆StubblebineP962p372
?
Arrow　1970　P73 ●
定義としては与えていない。外部性
ﾍ市場存在失敗の特別なケース，取
??p論がより一般的，とする。
Mishan　l971　p2 ● ●
?
浜田1977p26 ● ●
Laffont　1987　p263 ● ●
Baumol＆Oates　1988　p17● ● ▲ ●
●の条件の組のみで外部性と呼ぶ，とする。
奥野・鈴村1988p274
?
● ●
Pearce　and　Turner　1990　p61●
?
北畠19917P72 ● ● 定義でなく特徴，とする。
植田1996P22 ● ●
Tietenberg　1996　p47● 数式表現を直接的に言葉で表現。
Varian　1996　p557
?
● 市場で売っていないことが特徴　とｷる。
Siebert　l998　p7 ●
?
Verhoef　l99g　P200 ● ● ●
（Mishanに近いと説明）（1）の原因
?ｮを経済活動とは限定していない
細田1999P4 ● ●
Kolstad　2000　p91 ●．
?
岡2002p100 ● ●
柴田2002p37 ● ●
Markandya他2002　pll6● ● 市場の非存在が原因
Perman他2003　p134　．● ● ●
宍戸・常木2004pl41 ● ● 「資源配分」を条件（1）と等価とみﾈした。
※「●」は該当，「▲」は付加的記述，を示す。
ｦ定義等の原文は以下の通り。条件（3）に該当する部分に下線を引いた。
rcitovsky　1954　pl431t　is　agreed　that　they（external　economies（本稿著者が補完））mean　services（and　disservices＞
@　rendered　free（without　cQmpensation）by　one　producer　to　another；but　there　is　no　agreement　on　the　nature　and
@　form　of　these　services　or　on　the　reasons　for　their　being　free．
auchanan＆Stubblebine　1962　p372　We　de且ne　an　external　effect，　an　externality，　to　be　present　when，（1）uA＝uA（Xr　X2
@　，．．，x。，Y1），
`rrow　1970　p73　The　concept　of　externality　and　the　extent　to　which　it　causes　nonoptimal　market　behavior　will　be
@　discussed　here　in　terms　of　a　simple　model．　Consider　a　pure　exchange　economy．　Let　xik　be　the　amount　of　the　kth
@　，。mm、dity，。n、um。d　by　th・i・h　i・di・id・・1（i－1，・・、・；k－L…，m）…．　S・pP・se…；th・udlity・f　th・i【h　i・di・id・・1　i・U、（xl。
@　…，x）．
@　　mn　p76　Th，　p，。bl。m。f・xternalities　i・出・・a・pecl・l　ca・e　Qf・m・・e　gene・al　phen・m・n・n・th・f・ilure・f
@　markets　to　exist，　Not　all　example　of　market　failure　can　fruitfully　be　described　as　externalities．　Two　very　important
@　examples　have　already　been　alluded　to；markets　f6r　many　forms　of　risk－bearing　and　for　most　future　transactions　do
@　not　exist　and　their　absence　is　surely　suggestive　of　ine租ciency．　Previous　discussion　has　sし1ggested　two　possible　causes
@　for　market　failures：（1）inabHity　tQ　exclude；（2）lack　of　necessary　information　to　permit　market　transactions　to　be
@　concluded．
@　　　　　P77　Market　failure　has　been　presented　as　absolute，　but　in　fact　the　situation　is　more　complex　than　this．　A
7北畠（1991，p81）は，「ここで想定している外部不経済影響は，水俣病に代表される不可逆の健康被害といった
　ものでない。不可逆の健康被害を蒙る人々の苦しみ等が効用関数で表される’とは考えられないからである」と
　述べている。
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　　　the　effects　on　A　s　welfare．……Condition　2．　The　decision　maker，　whose　activity　affects　others　utility　levels　or　enters
　　　their　production　functions，　does　not　receive（pay）in　compensation　for　this　activity　an　amount　equal　in　value　to
　　　the　resulting　benefits（or　costs）to　others．…At　any　rate，　we　will　say　that　an　externality　is　present　if　the　activity
　　　satisfies　corldition　1．
奥野・鈴村1988p274…　「外部性」（externality）とは「ある経済主体が財サービスを生産したり消費したりする行為力
　　　他の経済主体に対して魍墨　caましいものにせよ望ましくないものにせよ一を，市場機構を媒介することな
　　　く及ぼす現象」を指している。　　例えば隣家が購入した新車を羨むあまり　釘を用いてこっそりパンクさせると
　　　いう行為を考えよう。これは釘という財を消費する行為が他の経済主体に対して望ましくない影響を　しかも市場機
　　　構を経由することなく及ぼす一例には違いないカ　　の望ましくないメ　は人の悪意に基づく行為の直接的な帰結で
Pearce　and　Turner　l990　p61　An　external　cost　exists　when　the　following　two　conditions　prevai1：1．　An　activity　by　one
　　　agent　causes　a　loss　q〆ω6伽γεto　another　agent．2．　The　loss　of　welfare　is　uncompen∫ated
北畠1991p72個々の生産者の生産関数に，当該生産者以外の第　者の生産活動が実物変数的に影響を及ぼすのが技術的外
　　　部性の特徴である。
植田1996p22　…現実には所与の市場のもとでは市場の網目から　ぼれてしまう直接的相互影響が存在する。このよっ
　　　な影響を経済学では技術的外部効果と呼ぶ。
Tietenberg　l994　p47　An　externality　exists　whenever　the　welfare　of　some　agent，　either　a　firm　or　householdt　depends
　　　directly　on　his　or　her　activities　and　on　activities　under　the　control　of　some　other　agent　as　well
Varian　l996　p557　We　say　that　an　economic　situation　involves　a　consumption　externality　if　one　consumer　care　directly
　　　about　another　agent’sproduction　or　consumption．…Similarly，　a　production　externality　arises　when　the　production
　　　possibilities　of　one　firm　are　influenced　by　the　choices　of　another　firm　or　consumer．…Crucial　feature　of　externalities
　　　is　that　there　are　goods　people　care　about　that　are　not　sold　on　markets．
Seibert　1998　p7　Technological　externalities　are　nonmarket　interdependencies　among　economic　activities
Verhoef　1999　p200…an　external　effect　exists　when　an　actorls（the　receptor「s）utility（or　production）function　contains
　　　areal　variable　whose　actual　value　depends　on　the　behaviour　of　another　actor（the　sしipplier）　who　does　not　take　this
細田1999P4…ある人の行動が市場経済の取引を経由せず他の誰かに心理的ないし物理的な負担を与える場A　それを外
　　　部不経済とよぶ。
Kolstad　2000　p91　An　externality　exists　when　the　consumption　or　production　choices　of　one　person　or　firm　enters　the
　　　utility　or　production　function　of　anQther　entity　without　that　entity　s　permission　or　compensation．
岡2002plOO金銭的な効果を一切排除した外部性の定義は　経済主体間の直接影響でなければならないという点に着目
　　　したものである。つまり　外部性とは，経済主体の効用や生産里あるいは費用力　他の経済主体の行動変数に　市場
　　　を通じてではなく　直接に依存している現象を指すという定義がそれである。
柴田2002p37　　　近隣効果発生原因者の行為が市場取引を経ずに　近隣効果の受け手が生産者であれば彼の生産コスト
　　　を増し．消費者であれば彼らに非効用を及ぼす現象を「外部不経済（external　diseconomy）」と呼ぶ。
Markandya他2002　pl16　Externalities　arise　because　of　the　non－existence　of　markets，　that　is．　there　are　no　markets　in　clean
　　　air　or　peace　and　quiet．　An　externality　arises　when　a　mutuaHy　beneficial　transaction　between　two　or　mQre　parties
　　　results　in　a　third－party　effect　where　someone　not　a　party　to　the　transaction　is　either　better　off　or　worse　off，
Perman他2003　pl34　An　external　effect，　or　an　externality，　is　said　to　occur　when　the　production　or　consumption
　　　decisions　of　one　agent　have　an　impact　on　the　utility　or　profit　of　another　agent－，　and　when　no
　　　compensation／payment　is　made　by　the　generator　Qf　the　impact　to　the　affected　party
宍戸・常木2004pl41「外部性」とは，市場を経由しない（もしくは，経由できない）資源配分のことです。
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　つまり，Mishan（1971）らは，この条件（3）をもって，外部性を犯罪と区別しようとしてい
ると考えられる。そこで，環境問題と犯罪の類似性を経済学的に検討しようとする本研究では，
この条件（3）（これを「非意図性の条件」と呼ぶことにする）を定式化して，この問題について
検討を加えることにする。
4．外部性の定義における非意図性の定式化
　受け入れられている数式表現に効果の非意図性が明示的に表現されていないと思われているの
には理由がある。すなわち，外部性の発生の意図の有無は，外部性の発生者の主観的事情であり，
発生者に関する関数で表現させるべきであるが，害や益のある効果を市場を通さずに他者に与え
る意図が“ない”ことは，通常のミクロ経済学的分析において想定されている経済主体の内心の
状態と同じであって，外部効果の発生者側の関数に明示的な表現がないこと，がまさに意図がな
いことの表現なのである。
　それゆえ，我々が，外部性の非意図性をより意識できるようにするためには，害や益となる効
果を他者に与える意図が“ある”場合の表現を行い，それにより意図の“ない”場合を特徴付け
るべきである。
　以下では，まず，外部性の定義における「意図がないこと⊥を異なる内容を持ついくつかの
場合に分けた後，外部性の定義における意図性・非意図性の定式化を試みた。
　特に断らない限り以下では，外部性とは負の外部性を指すものとする。
4．1．加害と被害の因果関係の認識8
　何らかの悪い結果を生ぜしめてしまった場合，その原因者は自らの行為が当該結果を引き起こ
すことになるということを知っていたかどうか，言い換えると，被害と自らの行為との因果関係
を知っていたのかどうか，が当該行為の“悪さ”の判断材料の一つとなる。これは日常生活にお
いても妥当するし，おそらくそれ故に法的にもそのように扱われている。
8因果関係の認識には，ガソリンを燃料とした自動車の排気ガス中にはCO2が含まれ，これは温暖化に寄与する，
　という一般的な知識のレベルと，自らが現に運転するガソリン燃料の自動車の排気ガス中にはCO2が含まれ，
　これは温暖化に寄与する，という特殊的な知識のレベルがある。本稿でいう因果関係の認識は，自らの行為が
　引き起こす結果を知っている，という意味であるから，前文における特殊的な知識のレベルでの認識というこ
　とができる。
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4．1．1．因果関係を認識していない場合
　「そうなるとは知らずにある結果を意図的にもたらす」という文には矛盾が有ると我々は感じ
る。意味論的に，因果関係を認識していることは“意図的に”他者に害をなすことの必要条件で
あると思われる。それゆえ，意図的ではない場合　という表現の意味に，因果関係を認識してい
ない場合，を含めてもよいであろう。
　ところで，ある行為の結果を被害と呼ぶためには，その結果の受け手側が当該結果を否定的に
評価することが必要である。ここでは，ある行為とその物理的結果の関係を物理的因果関係と呼
ぶことにする。物理的結果と受け手側のそれに対する主観的評価の関係は受け手の主観的評価と
呼ぶことにする。すると，我々が問題にする因果関係は，物理的因果関係と受け手の主観的評価
から構成される，ということも可能である。
　物理的因果関係を知らずに発生させられた，というケースはT現実の環境問題でも，例を挙げ
ることができる。1970年代頃までの二酸化炭素の排出やフロンガスの排出は，気候変動やオゾ
ン層破壊の原因となることを知らずに行われていたし，水俣病についても1956年の公式発見頃
まではチッソは自らの活動がこの病気を発生させていることを知らなかったようである。
　物理的因果関係は知っていたが，受け手の主観的評価を知らずに発生させられた被害という
ケースは，景観問題や音楽の演奏等を原因とする騒音問題などをあげることができるであろう。
顕著な健康の悪化や資産・所得の大幅な減少を伴う物理的結果の場合，発生者側もその結果を受
け手側が否定的に評価することは推測しやすいと考えられるから，こうしたケースは，当該悪化
や減少があまり顕著でない場合に限られると考えられる。ただし，被害者側にとって主観的には
大変深刻な被害となることはあり得る。
　しかしながら，本稿で筆者が問題にしたいと考えるのは，ほとんど誰もが否定的ととらえるよ
うな物理的な結果である環境問題であるので，主観的評価の問題は本稿では基本的には扱わない
こととする。それゆえ，本稿では物理的因果関係を単に因果関係と呼ぶことにする。
4．1．2　因果関係を認識した上での非意図性
　温室効果ガスの排出は，その結果である温室効果が知られるようになっても続けられている。
公害問題であっても，被害者から損害賠償を求められている訴訟では否定したとしても，実際に
は因果関係の存在を承知で企業は工場等からの汚染の排出を続けていたし，現在も続けている場
合がある。個人についても同様のことがいえる。
　被害を発生させる原因活動をそうと知って行っているなら，それは意図的であると呼ぶことも
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一見可能のようにも思えるが，経済学者は因果関係がはっきりした段階でも気候変動や公害問題
などの環境問題を外部性問題として扱っている。非意図性を外部性の定義に加えた論者も因果関
係が知られていない場合だけを想定して非意図性を含めることを主張しているわけではないこと
は明らかである。もし，因果関係認識の欠如のみが外部性問題の原因ならば経済学者の処方箋は
因果関係情報の原因者への提供になるだろう。しかし，経済学者は通常，直接規制や経済的手段
といった非情報的な政策手段を唱道している。自明ではあるが，経済学者は因果関係を認識した
上での非市場的な結果も外部効果に含めているのである。9
　本稿の筆者が非意図性と名付けた外部性の性質について，Mishan（1971）は「そうでなけれ
ば正当な活動の，意図されない，または，付随的な副産物⊥　または，奥野・鈴村（1988，p274）
は「ある経済主体が財・サービスを生産したり消費したりする行為が，他の経済主体に対して付
随的な効果」である，と書いている。他者に害を与えてしまっていたとしても，それは従たる結
果であって，当該経済活動の主たる目的は他者を害するものではない，ということを主張してい
る。そして，Baumol＆Oates（1988）の「（外部効果の受け手の（本稿著者による補完））厚生
に特に注意を払わずに」やVerhoef（1999）の「彼の行動のこの（他者への（本稿著者による補完））
効果をその意志決定過程で考慮しない」は，当該経済主体が目的とするところの目的関数の最大
化には，この従たる結果は関係しない，と主張している。通常の経済学で用いる目的関数を採用
すれば企業であれば利潤，個人であれば効用，は他者への害の質や量に影響を受けないという
ことになる。
　ここで個人について考えた場合，自己の活動により他人に害となることを知っているが，その
害によって悲しみもしないが喜びもしない，というのはとても不当で冷淡なことのように思える。
我々がこのように感じるのは，効用関数とは個々人の主観的なものであり，どのような事柄も取
り込み得るのに，他者への害をなぜ取り込まないのか，と考える余地があるからであると思われ
る。
　一方，企業の利潤には他者への害を取り込むのは困難に思える。それは利潤は株主や経営者，
従業員の主観的状況を離れて，市場を通じた経済活動により客観的に定まるからであると思われ
る。つまり企業の目的として利潤最大化を所与としてしまうと，企業による他者への市場を通じ
ない害は，自動的に，仕方なしに，非意図的なものとなる。しかし，もし企業の経営は経営者等
の企業に関係する個人の効用関数の最大化を目的としてなされている，と考えると，やはり，な
ぜ他者への害を配慮しないのか，という非難の感情が我々の中に生ずる。
9確かに，環境政策手段には情報提供手段がある。しかし，PRTR制度のような情報提供手段の主たる目的は，
　企業に自らの汚染発生を認識させることではなく，企業の利害関係者に当該情報を提供し，企業への汚染削減
　圧力をかけることである。そして，こうした手段は，汚染削減の中心的な政策手段とは考えられていない。
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4．2．定式化
　以上のように，環境破壊のような他者への市場を通じぬ害を意図せず発生させる，ということ
には，因果関係を認識せずに発生させる場合とそれを認識しつつも目的関数がその害の質や量に
影響を受けない場合とがある。それゆえ，その害を意図するということは，因果関係を認識した
上で発生させ，それにより，目的関数が増加する場合である，といえる。
　以下では，定式化を行うことを通じて，外部性における非意図性の条件をより明確にすること
を試みる。
4．2．1．害の原因主体が個人の場合
　外部性の意図性の条件は，原因主体が個人の場合であればその効用関数に，自ら発生させた
他者への市場を通じぬ（または合意なしの）害の質や量を表す変数を一つ以上含み，害の悪化を
表現する当該変数の変化により効用が上昇する，と表現できる。例えば，xを消費財のセット，
yを自ら発生させた他者への市場を通じぬ否定的効果の程度を表す変数Uを効用関数とした時，
U（X，y）と書くことで，　yの影響を明示することができる。その時，　Uがyについて増加であ
るなら，この個人は“被害の発生を意図”している，ということにする。ただし，ここで注意す
べきなのは，技術を所与とするならば，現実のyはXの関数であり，Xが決まればyも一意に定
まるのだが，効用関数Uを考えるにあたっては，その制約を解き，偏微分を行う時のように，x
が一定でもyは多様な値をとることが可能であると考えて，yのみの変化に対してUが増加な
らば被害の発生を意図している，という意味で書いているということである。同じ意味でUが
yについて減少であるならば，当該個人はそれぞれ“被害の回避を意図”している，と呼ぶこと
にする。
　一般に，被害の発生を意図している場合は，被害の発生も回避も意図していない場合よりも当
該被害をより多く発生させ，回避を意図している場合はより少なく発生させることになる。後者
について具体例を考えてみると，例えば，タバコの副流煙を隣の人にすわせるのは悪いと感じて
も，そうでない場合より喫煙量をより少なくするにしろ，全く吸わないようにするわけではない，
ということが多いであろう。また，CO2の排出をすれば温暖化が進むということに一定程度心を
痛めても，全く排出しない生活をするわけにもいかない，というのが一般的な人々の内心の状況
ではなかろうか。ただし，発生している環境問題については，Uがyについて減少であっても，
その減少の程度が小さいゆえに問題になるほどの被害が生じているのであると考えられる。それ
ゆえに，Uがyについて不変とする通常の分析が現実を説明できているのであろう。
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　また，被害の発生や回避が意図的であるためには，yの変化がxに依存していることを正しく
認識している必要がある。このことを明示的に表現するために，場合分けのための変数kを導
入し，効用関数をU（x，y，　k）として，因果関係を正しく認識しているときk・　1，　yがxに起因
することを全く知らない場合k＝0とする。その他の誤った認識についてはkに他の値を与えれ
ばよいが，ここでは1と0の2つのケースに限ることにする。正しく認識した上で，それを無視
するか大きく評価するか，等はUの形状により決まる，ということになる。
　結局，個人が他者への市場を通じない被害の発生（回避）を意図していることは，当該個人の
効用関数がU（x，y，1）で，かつ，　Uがyの悪化について増加（減少）である，と書ける（紙幅
節約のため，この文において括弧内には本文と対になる内容の文を表す語句を記入した。以後も
同様の表現方法を用いる事がある）。すると，当該個人が当該被害の発生も回避も意図していな
いことは，（1）U（x，y，1）がyについて不変であるか，（2）U（x，　y，　O）の場合である。　U（x，　y，
0）の場合，yはその存在によりUを減少させるかもしれないが，個人はそれが自らの行為に起
因するということを知らないのでUを最大化させるxはyに依存しない。（1）と（2）のいずれ
の場合でも，通常はU（x）とのみ書かれるわけである。
4．2．2．害の発生主体が企業の場合
　発生主体が企業の場合，企業の目的を利潤最大化とすると，前述の通り，この企業がいかなる
被害を他者に市場を通じずに（または合意なしに）与えたとしても，その被害は非意図的なもの
である。経営者や株主が，その因果関係を知っていようがいまいが，同じである。それゆえ企業が，
このような被害の発生を意図した，というには，被害を表す変数yを引数に含む目的関数を新た
に構想する必要がある。それには多様なものがあり得るが，これまでの想定からの漸次的拡張と
して，企業の目的関数Fは，利潤πについて上昇し，企業が他者に市場を通じずに与える被害y
の影響を受ける場合もあり，その因果関係について知っている場合と知らない場合がある，F（π，
y，k）とする。ただし，企業が知っている，とは，当該企業の実質的な意思決定主体（経営者で
あれ，取締役会であれ，株主であれ，従業員であれ，またそれらのいくつかの組み合わせであれ）
の意思決定において当該因果関係の正しい知識が知らされている，ということを指すものとする。
　すると，個人の効用関数についての前節後半の議論は，UをFに，　xをπに，個人を企業に，
替えることで以下のようにほぼそのまま妥当する。10企業が他者への市場を通じない被害の発
生（回避）を意図していることは，当該企業の目的関数がF（π，y，1）で，かつ，　Fがyの悪
10 ﾅ後の文でF（π）とかかずπと書くところのみが異なることが「ほぼ」とする理由である。
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化について増加（減少）である，と書ける。すると，当該企業が当該被害の発生も回避も意図し
ていないことは，（1）F（π，y，1）がyについて不変であるか，（2）F（π，y，0）の場合である。
F（π，y，　O）の場合yはその存在によりFを減少させるかもしれないが，企業はそれが自らの
行為に起因するということを知らないのでFを最大化させるxはyに依存しない。（1）と（2）
のいずれの場合でも，通常は目的関数Fはπとのみ書かれるわけである（πについて増加する
関数F（π）の最大化問題とπの最大化問題は等価であることに注意されたい）。
5．環境問題と犯罪の比較
　前節の定式化を通じて明確になった非意図性の概念を用いて環境問題と犯罪の比較を行う。
　犯罪とは何かは，その社会の法が定めるものであり，社会と法を特定しなければ定まらない，
という立場も可能である。しかし，本稿では，時代や社会を超えて，およそいつも犯罪とされて
いたと考えられる殺人や傷害，窃盗，強盗，詐欺　といった行為を想定する。本稿における犯罪
とは，社会が一般に憎むべき行為としている行為であるからである。
　環境問題と犯罪の比較に当たっては，本稿で注目するのは，その行為者の意図，犯罪で言うな
らば動機　と呼ばれるものである。犯罪の動機には，憎しみや恨みの軽減，財貨の獲得などが
あると思われる。それぞれの例を挙げるなら，自分を侮辱した相手を殺すこと，金欲しさの空き
巣，といった行為を挙げることができる。（実際には上記の動機が組み合わさって作用する場合
もあるだろうし，またその他の動機も存在しうると考えられるが，ここでは単純のために，また，
本稿の目的にはより詳細な分類は不必要なので，検討は上記の動機に限ることにする。）
　以下ではまず上で明らかにした非意図性の性質を持った犯罪があるか否かを検討し，その後
行為の意図に着目した犯罪と環境問題（厳密にはその原因活動）の比較を行う。
5．1．因果関係の認識のない犯罪
　さて，上記のタイプの動機による犯罪のうち，行為者が自分の行為によって他者が害を受ける
ことを知らない，つまり加害と被害の因果関係を認識していないものは見当たらない。11一般
ll ｻのようなものとしてあり得るのは性犯罪である。性犯罪の加害者はしばしば合意が存在したことを主張する。
　自らの行為が相手にとり害となるとは思わなかった，と，加害者側が本当に考えていたのであれば，加害と被
　害の因果関係の認識がなかったと厳密にはいうことができる。しかし，この場合，認識されなかったのは被害
　者側の主観的評価であり，既述の通り，以後本稿では扱わない。また，合意が存在したならば「合意なき影響」
　という外部性の条件（2b）（「市場を通じぬ」という条件（2a）と等価）を充たしておらず，この条件を充たす
　ことについては争いがないことを前提としている本稿における環境問題と犯罪の議論には不適であり，その意
　味でも除外する。
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に，犯罪は因果関係の認識なしに行われることはないといえるだろう。むしろ，因果関係の認識
は，一般的な意味での犯罪の概念の構城要件であると思われる。そこで，その要件を満たさない
不注意や錯誤による事故のようなものは犯罪の範躊から除外して検討を進める。
5．2．因果関係の認識のある犯罪
　では次に，因果関係を認識していながら，被害の発生によっては行為主体の目的関数が改善し
ないtというタイプの犯罪は存在するだろうか。
　憎しみや恨みによる犯罪は，その感情の対象となる相手に主観的または客観的な被害を与えて
初めて行為者は喜びを得るから該当しない。一方，必ずしも被害者の被害を望んでいない，それ
ゆえ該当する，と考えられるのは，財貨目当ての犯罪である。
　財貨目当ての犯罪（窃盗や詐欺等）は，損害保険などにより被害者に実質的被害が生じなくと
も行為者の目的関数は減少しないと考えられる。関心は自己の獲得（相当）額・獲得品に集中し
ていると考えられるからである。
5．3．環境問題と犯罪の比較の結果
これまでの議論をまとめると表2のようになる。
表2　加害者の主観的状況による犯罪と環境問題の原因活動の分類
因果関係の認識 本稿におけるﾓ図性の存在 犯罪 環境問題の原因活動
あり ・憎しみ・うらﾝによる犯罪 なし
あり
なし ・財貨目当てのﾆ罪
原因者による物理的因果関係認識以後の環境問題
iその時点で環境問題として認識されているほとん
ﾇの環境問題）
なし 不問 なし
原因者による物理的因果関係認識以前の環境問題
i1970年代以前の温暖化，オゾン層破壊，公式発見
ﾈ前の水俣病，等）
　すなわち，因果関係を認識した上で，本稿の意味で意図的なものは，犯罪としては憎しみや恨
みによる犯罪があるが，環境問題の原因活動は該当するものはない。また因果関係を認識しない
犯罪は存在しないが，環境問題の原因活動はしばしば因果関係を認識せずに行われている。一方，
因果関係を認識しつつ，本稿の意味で非意図的なものは両方のカテゴリーに存在する。財貨目当
ての犯罪と因果関係認識後の環境問題である。
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6．結論と考察
　本稿では，環境問題と犯罪の類似性について検討した。
　先行研究をみると，論者は主に被害の深刻さに着目して環境問題を犯罪（的）としていた。筆
者は，結果としての被害だけでなく，それが引き起こされる過程の構造にも類似性があると考え，
その手がかりとして外部性概念の再検討を行った。外部性の定義について多くの文献を調べる中
で，外部性に犯罪を含めないようにするために非意図性の条件を課す論者があることがわかった。
そこで，この非意図性の条件をより詳しく検討した。その結果論者がいう非意図的とは，加
害と被害の因果関係の認識がない場合か，または因果関係の認識がありつつも被害者が被る被害
の増大により原因者の目的関数が増加も減少もしないことであると表現できることを明らかにし
た。
　そして，この非意図性の概念を用いて，環境問題（の原因活動）と犯罪を比較すると，財貨目
当ての犯罪と，因果関係認識後の環境問題は非意図的である点で一致することが見いだされた訳
である。
　Mishan（1971）ら経済学者は，犯罪などとは区別すべく非意図性の条件を外部性に課したも
のと考えられるが，その区別は失敗していることが明らかとなったのである。ただし，このこと
は，環境問題が外部性の条件の意味で意図的に引き起こされているからではなく，財貨目当ての
犯罪が（外部性の意味で）非意図的に行われているからである，という一般的な通念に反する事
実によるのである。
　環境問題は通常の犯罪と類似のものだという主張は，環境の汚染者・破壊者に対し厳しい環境
政策を人々が支持する基盤になると考えられるが，ただし，本稿の意味で非意図的ではあるとい
う点は逆の効果をもつであろう。
　非意図的であっても，我々は基本的にそれらを憎む。その感情は，「3．外部性の定義」でも指
摘した，合意なき加害行為である，という共通点に起因していると考えられる。
6．1．相互的性質，権利と価値
　環境問題は財貨目当ての犯罪と類似のものだという主張は，Coase（1960，　p2）の，環境問題
は相互的性質（reciprocal　nature）を持つものである，という指摘を想起させる。その指摘は，
大気汚染の問題は，汚染する側か，それによる被害を受ける側か，のどちらに汚染の権利を与え
るか，という問題である，という趣旨のものである（汚染の権利はそれを行使しないことで汚染
防止の権利でもあることに注意されたい）。財貨目当ての犯罪，というのは正に，当該財貨を誰
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が所有するか，一方に与えると他方は失う，という問題であるのだから，（因果関係が認識され
た上での）環境問題と同じなのである。
　財貨目当ての犯罪は，犯人が得るものと被害者が失うものは必ず一致するが，環境問題の場合
は，原因者が獲得する便益や利益の大きさは，被害者の被る損害の大きさと一般に一致しないと
されることが多い。経済学は，便益・利益が費用・損害を上回るなら，マクロな効率性の面で当
該環境問題の存在を肯定する。また，それゆえに，そのような環境問題は犯罪よりも倫理的にま
しなものと考える論者も存在可能である（例えば，前述の藤木（1975）の経済的利益の存在の指
摘などがそれである）。しかし，ここでは権利（財産権）とその価値づけとの混同がある。汚
染を伴う経済活動がその被害額より大きい便益を生み出しているとしても，それは，汚染者側の
汚染排出権への付け値が被害者側の付け値よりも大きくなるであろうことを予想はさせるが，ど
ちら側が所有すべきかが問題となるのは同じ汚染の権利なのである。12汚染削減・環境破壊防
止技術や被害防止技術の進歩により，原因者側，被害者側それぞれの環境汚染・破壊の権利（被
害者側にとってはそれらの回避の権利）への付け値は変化（低下）させられることもある。
　こうしたことは犯罪においても同様のことがいえる。自ら用いる目的で財を強奪・詐取等する
者が，当該財を用いて被害者側よりも高い生産価値を生み出す事はあり得る。歴史的には，進ん
だ科学技術を持つ人々がそうでない人々の土地を強奪し，そこで経済的に繁栄することはしばし
ばみる事ができる。というよりも，それこそが人類の歴史のあり方ということも可能と思われる。
強奪・詐取等の対象となる財の利用方法の代替技術の進歩により，当該財への付け値は変化する
こともある。
　このように考えると，環境問題の原因行為との類似性がより高いのは，財貨目当ての犯罪の中
でも特に自ら利用する財（貨幣でない）目当ての犯罪であると考えられる。
　いずれの場合も，もし，より大きな経済的な価値を生む利用を行うのであれば強奪でなく，
十分な補償の上で財の譲渡を受ける事が可能であるはずである。しかし，その場合奪う側の便
益は滅少する。強奪する者の側からみるならば強奪可能ならば補償の必要性もない，ということ
になる。
6．2．環境問題発生の構造　因果関係と権利
これまで得た知見から環境問題の発生の構造について次のような記述が可能である。
環境問題の初期の発生は，通常合法的である。合法的，というのは問題が最初に認知された時
12 ﾈお，財貨目当ての犯罪は，効率的な経済を前提にすると最高値をつけた者の権利が他者に渡ることは非効率
　を招くが，もともとの経済が何らかの原因で非効率であるなら，犯罪が効率改善を招くこともあり得る。
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未だ原因行為は法的に規制を受けない，ということをここでは意味する。13水俣病にしろ，気
候変動問題にしろ，最初に認知された時点では原因活動はこの意味で合法的であった。気候変動
問題に関しては未だに全く合法的といってよいかもしれない。なぜ規制されないのか。それは因
果関係と権利の問題に分けて考える事ができる。
6．2．1．因果関係の未解明
　まず，因果関係がわからない（すなわち，何らかの否定的現象の原因がわからない）段階では
原因活動に規制をかける事は不可能である。因果関係が不明では対処方法も不明であり．r排水や
排気ガスの規制を行う根拠がない。因果関係の解明は学術的な研究活動であり，労働や資本といっ
た資源を要する。通常投入できる資源は限られるため，解明にはかなりの時間を要することもあ
り得る。その間に被害は拡大する。
　因果関係は，その解明活動の進行とともに明らかになっていくが，全くの不明，完全な解明，
の両極端の問の中間的な状態を通常はとる。しかし，近代自由主義の考え方が採用されている現
在，誰かの経済活動を規制するためにはその活動が他者を害する事を証明する必要がある。因果
関係がある程度わかってきても不確実性が大きいと規制は許されない。この場合規制を行うた
めには，因果関係の解明を進めるべく研究活動を推進するか，または，近代自由主義の考え方を
捨て，因果関係が不確実でも規制をすることを肯定する予防原則の考え方を採用するか，する必
要がある。
6．2．2．環境に対する権利の未承認
　一方，因果関係がはっきりしたとしても，
が権利侵害とみなされない場合である。
当該被害を法が規制しない事があり得る。当該被害
6．2．2．1．権利が設定されていない理由
　環境問題が発生するまで環境に対する権利の設定は通常は行われていない。それは環境が消費
の非排除性という性質を持つため排他的な権利を設定する事が困難であるから，と説明される事
が多い。そして，権利が設定されていないため市場も成立せず，価格はゼロとなってしまい，過
13ここでの規制には，排出課税や排出権取引といった経済的手段も含むものとする。自発的（voluntary）アプロー
　チに対置される強制的（mandatory）手段と呼ぶ事もできる。
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剰利用を招いてしまう，というわけである。
　しかし，権利が設定されない理由を消費の非排除性に求めるのは必ずしも正しくない。なぜな
ら，もし消費の非排除性がある，つまり，不正な利用を排除できない，とするならば，規制もで
きないはずであるからだ。規制とは，まさに，利用を一定の範囲に限り，それ以外の利用を不正
なものとして排除するという営みである。もし，環境問題が起きたときに，規制によって改善が
みられるのであれば，それは当該環境の利用について排除性がある証拠である。それゆえ，権利
が設定されていない理由として，我々は別の理由を探す必要がある。14
　正しい理由は，環境が問題が発生するまでは，価格がゼロであっても供給が需要を上回る自由
財であった，ということであると思われる。消費の非競合性がなかったといってもよい様にも思
えるが，消費の非競合性は効率的利用のための価格付けを困難にさせるが権利の設定がなされな
い原因とはならない。15権利が設定されないのは，莫大な，それゆえに只の供給が人類の歴史
以前からあるため，他者の消費により自らの消費量を減らされる心配をする必要がないのだから，
他者の利用・消費を拒む排他的な権利を設定することは無意味であるから，と考えられる。
6．2．2．2．権利を誰に与えるか
　ところが，利用量が増え，稀少性が生じた時に環境問題が発生する。経済学的文献が多くの場
合採用する唯一の価値基準であるパレート原理は，誰の効用も低下させずに誰かの効用を上昇さ
せる変化のみを肯定する。誰かの効用が低下する事を否定するから，パレート原理は社会の成員
全員に対し変化に対する拒否権を与えるともいえる。もしパレート原理が社会的意思決定原理と
して採用されていたなら環境問題は発生しない。環境問題とは，環境の変化により誰かの効用が
低下すること，という言い方もできるからである。
　ところが，現実世界ではパレート原理は採用されていない。現実世界で採用されている法は権
利は保護するが効用は必ずしも保護しない。効用は法によって権利を設定されていない財の消費
によっても改善するが，法はこれを保護しないのである。
　それゆえ，これを保護すれば環境問題は発生せずにすむ。これまで．良い環境を享受していたも
のは，それを使わせないという目的で汚染の権利を有していたのだと考える事にすればよい。16
14 ｻ在の日本において，冷蔵冷凍・空調機器の廃棄時におけるフロンの排出の排除性がないことは現実により明
　らかにされている。直接規制によっても潜在的排出量の3割程度しか抑制できていないのである。これらの機
　器の廃棄時のフロンの排出先としての大気空間の利用は確かに非排除的といわざるを得ない。
15 ??ﾌ設定がない事の原因が消費の非排除性でも非競合性でもないのであるからt換言するなら，公共財であ
　る事が原因ではないということになる。
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汚染をしようとするものは，それを購入すればよい訳である。17我が国では現在，環境の悪
化による侵害から保護すべきものとして，漁業権のように認められている権利もあり，深刻な健
康被害の回避の権利も認められているように思われる。しかしアメニティに対する権利は未だ十
分には認められていないようである。途上国等のように被害者側の主張を汲み上げる民主主義的
制度が十分に発達していないならば被害者が死に至るような大きな被害を出す原因活動も少なく
とも事実上許容されていることになる。
その権利をどこまで認めるかがその社会がどこまで進んでいるかを表しているともいえる。ど
こまで認めるかの論理は，経済学的な費用便益分析的な考え方や法学的な基本的人権保護の考え
方等が場面ごとに採用されているとも考えられる。より実証的な検討は今後の課題とする。
文献
岩田規久男（1977）「損失補償の経済的側面」季刊経済学論集，43（1），pp40－60
植田和弘（1996）『環境経済学』岩波書店
大阪弁護士会環境権研究会編（1973）『環境権』日本評論社
岡敏弘（2002）「外部負経済論」佐和隆光・植田和弘編『岩波講座　環境経済・政策学　第1巻　環境の経済理論』
　　岩波書店，pp95－122
奥野正寛，鈴村興太郎（1988）『ミクロ経済学H』岩波書店
北畠能房（1991）「外部不経済論アプローチ」植田和弘他『環境経済学』有斐閣，pp63－84
宍戸善一，常木淳（2004）『法と経済学　企業関連法のミクロ経済学的考察』
柴田弘文（2002）『環境経済学』東洋経済新報社
庄司光・宮本憲一（1975）『日本の公害』岩波新書
都留重人「公害犯罪の費用負担」宇井純編『公害自主講座15年』亜紀書房pp124・142
浜田宏一（1977＞『損害賠償の経済分析』東京大学出版会
藤木英雄（1975）「公害と刑法の役割」藤木英雄編「公害犯罪と企業責任』弘文堂，pp3－31
細田衛士（1999）『グッズとバッズの経済学　循環型社会の基本原理』東洋経済新報社
Arrow，　K。　J．（1970）The　Organization　of　Economic　Activity：Issues　Pertinent　to　the　Choice　of　Market　Versus
　　Nonmarket　Allocation，　Haveman，　R，　H，＆Margolis　J，（eds）（1977）Public　E：ゆθ7zゴitureαnd　Policy、肋αlysis，
　　，2’d　Edition，　Rand　McNally　College　Publishing　Colnpanヌpp67－81
Baumol，　W．　J．＆Oates，　W．　E．（1988）The　theory　of　environmental　policy，　Second　edition，　Cambridge　University
　　Press
Buchanan，　J．　M．＆Stubblebine，　W，　C，（1962）Externality，　Ecoフ20〃z紘New　Series，　Vol．29，　No，116，（Nov．，1962），
　　pp．371－384
Coase，　R，　H．（1960）The　Problem　of　Social　Cost，　The／∂urnal（）fLaw　and　Econo〃zics，3，　pp144．
Kolstad　C．　D．（2000）E／zv〃oη〃zental　Econo〃zics，　Oxford　University　Press
16これは，大阪弁護士会環境権研究会編（1973）やMishan（1969，　pp36－45）が認められるべきと主張する環境権・
　アメニティ権を認める考え方に近いといってもよい。
17 ｱこで例えば，温暖化問題において，これまでの利用者に権利を与えるというと製造業や発電事業者等に多く
　の権利を割り当てることを意味するようにも思われるかもしれぬが，それは違う。温暖化問題においては従前
　の気候を利用または享受していたものがもっていた安定した気候を利用する権利を，過去200年にわたって先
　進国の工業事業者等が勝手に利用してしまっていたと考える訳である。それゆえ，それらのものは権利のもと
　の所有者である従前の状態の気候の利用者に補償する事が必要であると考える訳である。）
106 経
?
論
?
Laffont，　J，　J．（1987）Externalities，　Eatwell，　J．　et　aL（eds）The〈Jew　Pαlgrave：AZ）ictionary（）f　Econgmics・The
　　　Macmillan　Press　Limited，　pp263－265
Markandya，　A，　et　a1．（2002）Enviroフz〃zeフital　Econo〃tics／br　Sustainable　Growth：．4　Handboo々ノわr　Practitioners，
　　　Edward　Elgar
Mishan，　E．　J．（1969）Growth．’the　Price　we　Pay，　Staples　Press
Mishan，　E．　J，（1971）The　postwar　literature　on　externalities：An　interpretative　essay，　Journal　of　economic
　　　literature，9　（1）　，　pp1－28，
Pearce，　D．　W，＆Turner，　R．　K．（1990）Economics　ofNatural　1～esources　and　the　En〃onment；The　Johns　Hopkins
　　　University　Press
Perman，　R，　et　al．（2003）IVatural　Resource　and　Environmenta～Economics，　Pearson　Education　Limited
Scitovsky　T，（1954）Two　Concepts　of　External　Econolnies，　The／burnal（）f　Political　Economy，　VoL　62，　No2．（Apr．，
　　　1954）　，pp．143－151，
Siebert，　H．（1998）Econo〃zics　qプ〃z召Enz／iron〃zel砿・コ【heoryαフzd　Poli〔とy，　F雛ん，1～（lz／ised　Edition，　Springer
Titenberg　T．（1994）E卿〃oフz〃zental　and八latural　1～esource　Economics，　F伽7漉edition，　HarperCollins　College
　　　Publisher
Varian　H．　R．（1996）∫nter〃zediateルficroeconomics’Aルfode〃z　Approach，　Fourth　Edition，　W．　W．　Norton＆
　　　Company
Verhoef，　E．　T．（1999）Externalities，　Jeroen　C．　J．　M．　van　den　Bergh（ed），llandbook〔）f　Environ〃zentalα屈
　　　Resource　Economics，　Edward　Elgar，　pp197－214
